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廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等 

の施行について（通知） 

 

 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成22年法律第34号。以下 

「改正法」という。）は平成22年５月17日に公布されたところであり、また、これに伴い 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令の一部を改正する政令（平成22年政令第248号。 

以下「改正令」という。）が平成22年12月22日に、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施 

行規則等の一部を改正する省令（平成23年環境省令第１号。以下「改正規則」という。） 

が平成23年１月28日にそれぞれ公布され、本年４月１日から施行されることとなっている。 

ついては、下記の事項に留意の上、その運用に当たり遺漏なきを期するとともに、貴管 

下市町村等に対しては、貴職より周知願いたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づ 

く技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

第一 ～ 第四 （略） 

 

第五 廃棄物処理施設の維持管理に関する情報の公開 

排出事業者がその廃棄物の処理を委託するに当たっては、生活環境保全上の支障のお 

それが生じないように当該廃棄物を適正に処理することのできる廃棄物処理施設を選択 

することが必要であり、そのためには排出事業者が廃棄物処理施設の維持管理に関する 

情報を簡易迅速に得られることが必要である。 



また、廃棄物処理施設に対する国民の不信感や不安感を払拭するため、廃棄物処理施 

設の維持管理に関する情報に国民がよりアクセスしやすくし、廃棄物処理施設での処理 

の安全性に関する理解を促進する必要がある。 

そのため、設置時に告示及び縦覧等の手続が必要である焼却施設や最終処分場等の廃 

棄物処理施設の設置者又は管理者は、当該施設の維持管理に関する計画及び維持管理の 

状況に関する情報について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表しな 

ければならないこととした（法第８条の３第２項、第９条の３第６項及び第15条の２の 

３第２項）。 

 

第六 ～ 第二十一 （略） 

 


